










































































































































































効 で あろう。観 光 地は、観 光 地としての 開 拓 期
（!"#$%&'()%*）! 登 場 期（!"#$%#&'&"(）! 発 展 期
（!"#"$%&'"()）! 成 熟 期（!"#$"%&'()&"#）! 停 滞 期
（!"#$%#"&'%）の順をたどり、その後に衰退期（!"#$%&"）あるい
は回生期（!"#$%"&'()*&）もしくはそれらの中間形態的なもの
を迎えるというものである４。
　これらの各期における戦略はどのようなものが主体となって
いると考えられるのであろうか。バトラーの観光地ライフサイ
クル論に基づいて考察してみる。
!　開拓期
　この段階は、地域住民が普通に生活を行っており、その
地域のそのままの状態を探究しに来る来訪者が存在する
程度であるので、それぞれの経営体が（多くの場合、観
光に志向していないのではあるが）それぞれの戦略に基
づいて別 に々活動していると考えられる。それゆえ、地域
全体としての戦略はないと考えられる。
!　登場期
　この段階になると、来訪者が増加し、それに対応する地
域住民、あるいは地域を基盤とする私的経営体も増加す
る。また、それに伴って観光客向けの宣伝・広告も始まり、
交通整備や設備の充実が図られることになる。それらの活
動の多くは、この段階では来訪客の数がまだそれほど多く
ないために、地方自治体や公共団体などを中心とした当
該地域を基盤とする公的な経営体が観光地としての交通
整備や設備の充実を担うことになるので、観光地としての
方向性を決定することになり、私的経営体はその枠組みの
中で活動を行うことになる。それゆえ、観光地全体として
の活動は、地域の公的な経営体が戦略の方向性を決めて
いると言えよう。
!　発展期
　この段階は、観光地として認知され、多くの観光客が訪
れる状態である。この段階になると、地域外の資本が参
入し、大規模施設や最新の設備を導入し、広告・宣伝もこ
れらの地域外資本によって数多く行われる。この段階が進
むにつれて、観光地としての集客力はこれまでの地域を基
盤とする私的経営体よりも、多くの場合地域外からの大規
模資本の私的経営体の方が強くなる。それゆえ、観光地
としてのイメー ジの多くは、これら私的資本が、とりわけ多く
の場合は地域外の私的資本が作り上げていると言えよう。
つまり、これ以前の段階において観光地戦略の中心であっ
た地域を基盤とする公的経営体が、地域全体の戦略のイ
ニシアチブをとることが困難になるのである。
!　成熟期、および!停滞期
　これらの段階は、観光地として広く認知され、非常に多く
の観光客が訪れる状態である。この状態になると、地域
経済が観光に依存した状態になる。加えて、地域外の資
本の参入が前の発展期より多くなるので、その観光地全体
としての方向性は地域外の資本によって決定されることが
多く、地域を基盤とする経営体の多くは、その方向性に規
定されて活動せざるをえない状態となる。
!　衰退期
　この段階は、当該観光地が他の観光地との競争に負
け、観光客が減少する段階である。この段階になると、大
規模資本は撤退していくことが多く、それにともなって、地
域を基盤とする小規模な私的経営体がその地域の観光に
関わる比率が相対的に多くなる。このような状態になると、
観光地としての交通整備や設備の維持において公的な経
営体の位置づけが大きくなり、全体としてのイニシアチブも
地域を基盤とする公的な経営体に移行すると考えられる。
!　回生期
　この段階は、新たなる戦略展開をする時期である。誰
が戦略のイニシアチブをとるかは、どの時期からどのような
意識の下で回生の方向に進むのかによって異なる。具体
的には、私的な経営体が自らの目的を達成するためにさら
なる展開を進めていく場合も考えられるであろうし、地域そ
れ自体のさらなる発展を考えて公的な経営体が中心となっ
て戦略展開を進めることも考えられる。
　
　各段階における戦略主体を簡単にまとめたものが表１で
ある。これによると、観光地においては、観光地としての活
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動が活発である段階においては私的経営体が、あまり活発
でない段階においては公的経営体が戦略の中心になってい
ることがわかるであろう。
　
　ここで問題と考えられることは、バトラーの観光地ライフサ
イクルが根本的には企業を中心とした自由な競争的環境を
前提としていることである。すなわち、当該観光地を市場とと
らえ、その市場にうまみがあると考えられるならば資本の参入
が増加し、うまみがないと考えられるならば資本が撤退すると
考える、企業中心的な社会システムを前提にしていることで
あろう。当然ながら、最近の議論に中にもこのような企業中
心的なシステムを前提として考えられているものもあるが、地
域資源を守るために来訪客数までも自らでコントロールして
いくような方向性を打ち出す戦略を公的な経営体が中心と
なって構築する場合もあるので、この点も考慮に入れておく
必要があるだろう。
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　ここでは、先に述べた企業支配論の方法的論拠を観光地
戦略の主体に適用することを試みる。すなわち、当該観光地
において戦略主体となるものがなぜ戦略主体であるのか、と
いうことが説明可能であるかを企業支配論の方法論的根拠
でもって説明することを試みるものである。
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　法を根拠理由とする場合の論点は、企業支配論において
は法律的所有権に支配が付随すると考えることである。で
は、観光地というものを対象に考えた場合、それはどのように
考えられるであろうか。地域というものを考えた場合、個別の
経営体のように個人あるいは複数の個人に法律的所有権が
帰属するというように理解することは難しいであろう。なぜな
らば、地域そのものは地理的な部分を基本に存在しているの
であるが、そこでは様 な々形で数多くの個人や組織が関係し
ており、それらの個人や組織が複雑に絡み合いながら活動し
ていると考えられるので、単純に土地の所有権でもって法律
的所有者であると言うことは難しい。例えば、その当該地域
で権利を行使する源泉と考えられる主なものとしては、土地
の所有権の他には、個人の場合その地域に居住していると
いうこと、あるいは経営体の場合はその地域で活動を行って
いるということ、なども含まれるであろう。
　では、それらの法的諸権利に基づいた地域の戦略主体に
対する選出権力はどうであろうか。先程の戦略主体の分類
における公的な経営体、例えば市長の選出などに関しては
説明可能な部分はあるが、それはこれだけの投票数があっ
たというような権力主体を指摘するだけにすぎないであろう。
つまり、それ以外の、例えば地域内の様 な々権力間の比重が
説明できないことが考えられる。また、私的経営体が戦略主
体になっていると考えられる場合においては、そもそもその権
力主体の指摘でさえ当てはまらない場合も考えられる。すな
わち、ここで考えるべき課題としては、次のような点があげら
れる。
!　ある一定の権利に基づいた地域内の選出権力と公的経
営体による実際の戦略的意思決定の関連
!　ある一定の権利に基づいた地域内の選出権力と私的経
営体による実際の戦略意思決定の関連
!　地域内における諸権力の絡み合い
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　組織的活動における地位を根拠にした場合における論点
は、戦略的な地位と支配の関係、すなわち実際の戦略的意
思決定における占有権力である。すなわち、地域という全体
的なものを組織と考え、その中での主体と考えられる地位の
保有者を特定することに焦点がおかれる。それゆえ、地域に
多数存在する経営体の総体としての全体的な活動に影響を
与えている個別の経営体が分析の中心になることを意味す
る。
　ここでは、先程の法を根拠とした分析において説明できな
かった、地域内における諸権力の絡み合いという論点が説
明可能になるであろう。この考え方においては、先程のよう
に支配の根拠を法に求めるのではなく、実際の全体としての
戦略的意思決定における地位に分析の中心が置かれている
ため、戦略的意思決定主体が特定できると考えられる。
　しかし、ここでも解決すべき問題点が存在する。例えば、
実際に活動する地域内の経営体の意思決定主体は特定可
能であるが、それらに対して外部環境、すなわち地域外の主
体からの影響力を分析できない場合が考えられる。つまり、
この論点で考えるべき課題としては次のようなものが考えられ
る。
!　ある一定の地域外の主体からの影響力と公的経営体に
よる実際の戦略的意思決定の関連
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－開拓期
公的経営体を中心とした戦略展開登場期
私的経営体を中心とした戦略展開発展期
私的経営体を中心とした戦略展開成熟期
私的経営体を中心とした戦略展開停滞期
公的経営体を中心とした戦略展開衰退期
公的あるいは私的な経営体を中心とした戦略展開回生期
筆者作成
!　ある一定の地域外の主体からの影響力と私的経営体に
よる実際の戦略的意思決定の関連
!!"#$
　ここまで述べてきたように、観光戦略における支配・コント
ロールに対して、企業支配論の方法論を適用することにおい
ては説明可能な部分がある程度存在し、説明不可能な部分
がある程度存在することが明らかになった。
　しかし、現時点では観光戦略における支配・コントロールに
関する研究を進めるにあたっての課題を明らかにしたにすぎ
ない。たとえ観光戦略におけるコントロールの部分に限定し
たとしても、現時点ではどちらの方法論が説明力が高いかを
判断するには時期尚早であろう。地域内の選出権力と戦略
的意思決定の関係や、地域内の諸権力そのものの分析、お
よびそれら諸権力間の分析、地域外からの影響力と戦略的
意思決定の関係などに関して、事例研究も含めてさらに研究
を深化させる必要があると考えられる。
　また、本稿においては企業支配論において代表的な２つ
の方法論のみに限定して説明を試みたのであるが、当然な
がら方法論はこの２つだけではない。坂本氏が企業支配論
において説明力が高いものとして提唱する「構造的支配－
権力パラダイム」の根拠である批判的実在論といった新たな
る方法論なども存在する。これらの方法論の観光戦略主体
の説明における優位性の吟味も今後の課題であろう。
　加えて、本質的には、支配あるいはコントロールの部分を
説明することが目的ではなく、それを明らかにした上で誰の
ために活動すべきなのかというガバナンスの部分が理論的に
説明可能になるところまで歩を進める必要がある。そのため
には地域それ自体に関する分析をはじめ数多くの解明しなけ
ればならない課題がある。これらに関しては稿を改めて論じ
たい。
!
１　坂本雅則『企業支配論の統一的パラダイム－「構造的支配」概
念の提唱－』文眞堂、２００７年
２　坂本氏は著書においてこの２つの議論に加えて支配における
「構造的支配－権力パラダイム」を自説として提唱しているが、
本稿ではこれまでの日本における議論の流れに重点を置いたた
め、ここでは採り上げない。
３　!"#$%&'()*(+*'(,-%(./01%2#(/3(4(,/"&!"#$%&'($)!*'$+,-.'$/*$
!"#$%&'#()*+,-$'./&'#(0*1#2*3/(/45,5!"#$%#&'($)*+'(,#!"#"$%"#&
!"#$%&'("%!"２４!"１!"#$%&'(!"１９８０!"##$５!１２!
４　バトラーの観光地ライフサイクルそれ自体に関しての詳細は、
拙稿「観光経営体の戦略策定プロセスに関する一考察」『和歌山大
学観光学部設置記念論集』２００９年、１９５～２０４ページを参照いた
だきたい
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